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Ⅰ.法人の概要 

 

１．基本情報 

（1）法人の名称 

学校法人 東邦学園 

（2）主たる事務所の住所、電話番号、ＦＡＸ番号、ホームページアドレス等 

住所 ：愛知県名古屋市名東区平和が丘三丁目 11番地 

電話番号 ：052-782-1241 

FAX番号 ：052-782-0931 

URL  ：https://www.toho-gakuen.jp/ 

 

２．建学の精神 

「真に信頼して事を任せうる人格の育成」 

 

３．学校法人の沿革 

1923年 3月 東邦商業学校設立 

1935年 1月 姉妹校 金城商業学校設立 

1948年 3月 学制改革に伴い新制の東邦中学、東邦高等学校、金城夜間商業高校発足 

1951年 3月 私立学校法の施行により、学校法人に組織変更 

1965年 4月 東邦学園短期大学を開設、商業科設置 

1974年 3月 東邦中学校閉校 

1985年 4月 東邦高等学校男女共学 

1987年 4月 東邦学園短期大学の商業科を商経科に名称変更 

1990年 4月 東邦高等学校普通科に国際コース、理数コース新設 

1991年 4月 東邦高等学校普通科に美術コース新設 

1992年 4月 東邦学園短期大学に経営情報科を新設 

1993年 3月 金城夜間商業高校は、東邦高等学校定時制となり生徒の減少により定時制は閉校 

1993年 4月 東邦高等学校の美術コースを改組し美術科を新設 

1999年 4月 東邦高等学校商業科を改組、情報、経理、グラフィックデザインの 3コース設置 

2001年 4月 東邦学園大学を開設、経営学部地域ビジネス学科設置 

2007年 4月 東邦学園大学を愛知東邦大学に名称変更、人間学部人間健康学科・子ども発達学

科設置 

2008年 3月 東邦学園短期大学を閉校 

2008年 4月 東邦高等学校普通科に文理特進コース設置 

2014年 4月 愛知東邦大学に教育学部子ども発達学科を設置（人間学部子ども発達学科の改組

転換） 

2015年 4月 東邦高等学校普通科に人間健康コースを設置 

2016年 4月 愛知東邦大学に経営学部国際ビジネス学科設置 

2017年 3月 愛知東邦大学人間学部子ども発達学科廃止 

2017年 3月 東邦高等学校商業科廃止 

2017年 4月 愛知東邦大学人間学部を人間健康学部に名称変更 

2020年 4月 東邦高等学校普通科に国際探究コースを設置 

2025年 4月 愛知東邦大学に経営学部ビジネス学科、コミュニケーション・デザイン学科新設 

 東邦高等学校に国際探究コースから改編した世界探究科を新設 
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４．設置する学校・学部・学科等 

愛知東邦大学 経営学部 ビジネス学科 

  コミュニケーション・デザイン学科 

  地域ビジネス学科 ※2025年 4月より学生募集停止 

  国際ビジネス学科 ※2025年 4月より学生募集停止 

 人間健康学部 人間健康学科 

 教育学部 子ども発達学科 

東邦高等学校 普通科 

 美術科 

 世界探究科 

 

５．学校・学部等の学生数・生徒数の状況（2025年 5月 1日現在） 

学 校 名 入学定員 入学者数 収容定員 現員数 

愛知東邦大学 

経営学部 170名 205名 658名 691名 

人間健康学部 126名 149名 486名 485名 

教育学部 50名 44名 254名 167名 

計 346名 398名 1,398名 1,343名 

東邦高等学校 

普通科 560名 468名 1,680名 1,665名 

美術科 80名 48名 240名 138名 

世界探究科 40名 26名 40名 26名 

計 680名 542名 1,960名 1,829名 

 

６．収容定員充足率 

学校名 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 

愛知東邦大学 109.9％ 104.1％ 101.4％ 93.7％ 96.1％ 

東邦高等学校 87.3％ 95.0％ 98.2％ 105.7％ 93.3％ 
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７．役員（理事、監事）の概要  理事 9名 監事 2名 

氏名 就任年月日 常勤・非常勤の別 主な現職等 

榊 直樹 2025年 6月 25日 常勤理事 学校法人東邦学園理事長 

鵜飼 裕之 2025年 6月 25日 常勤理事 愛知東邦大学長 

藤本 紀子 2025年 6月 25日 常勤理事 東邦高等学校長 

舩木 恵一 2025年 6月 25日 常勤理事 愛知東邦大学副学長、経営学部教授 

齊藤 卓哉 2025年 6月 25日 常勤理事 東邦高等学校教諭 

中山 孝男 2025年 6月 25日 非常勤理事 元愛知東邦大学教授 

加藤 明彦 2025年 6月 25日 非常勤理事 
エイベックス（株）代表取締役会長 

愛知中小企業家同友会相談役理事 

大河 哲男 2025年 6月 25日 非常勤理事 
株式会社カワタ金属代表取締役 

東邦高等学校同窓会会長 

丹羽 哲也 2025年 6月 25日 非常勤理事 大同特殊鋼（株）取締役常勤監査等委員 

長沼 均俊 2025年 6月 25日 常勤監事  

二村 友佳子 2025年 6月 25日 非常勤監事 公認会計士 

※役員の責任免除、責任限定契約、補償契約及び役員賠償責任保険契約に関する事案無し 

 

８．評議員の概要   評議員（定数 12～13名、現員 12名） 

氏名 就任年月日 主な現職等 

尚 爾華 2025年 6月 25日 愛知東邦大学人間健康学部長 

袴田 克彦 2025年 6月 25日 愛知東邦大学事務次長、学校法人東邦学園総務課長 

若山 大樹 2025年 6月 25日 東邦高等学校教諭 

古田 知子 2025年 6月 25日 東邦高等学校教諭 

森川 早苗 2025年 6月 25日 愛知東邦大学・東邦学園短期大学同窓会邦友会会長 

宮地 和德 2025年 6月 25日 宮地建設有限会社代表取締役、東邦高等学校同窓会副会長 

葛本 誠 2025年 6月 25日 王子ネピア株式会社、愛知東邦大学後援会会長 

杉山 英孝 2025年 6月 25日 豊島株式会社、東邦高等学校 PTA会長 

岡部 年彦 2025年 6月 25日 東海東京証券株式会社顧問 

杉﨑 正美 2025年 6月 25日 社会福祉法人サン・ビジョン参与 

元松 茂 2025年 6月 25日 あかね法律事務所、東邦学園顧問弁護士 

若林 努 2025年 6月 25日 愛知東邦大学元副学長 

 

９.会計監査人の概要 

定員数  ：1名 

名称又は氏名 ：かがやき監査法人 

就任年月日 ：2025年 6月 25日 

※役員の責任免除、責任限定契約、補償契約及び役員賠償責任保険契約に関する事案無し 
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１０.理事選任機関の概要 

理事選任機関構成員名簿（2026年 3月 10日現在）、任期：2029年 3月 31日まで 

愛知東邦大学の教員 1名 ：尚 爾華 

東邦高等学校の教員 1名 ：野﨑 久美子 

この法人事務職員 1名 ：長沼 英樹 

外部有識者 2名   ：杉﨑 正美、岡部 年彦 

 

１１．教職員の概要  （2025年 5月 1日現在） 

 学長 教授 准教授 講師 助教 教諭 
非常勤 

講師 

事務 

職員 

愛知東邦 

大学 

経営学部 1 16 6 3 1 

- 91 
26

〔7〕 

人間健康学部 - 8 4 2 4 

教育学部 - 9 3 2 0 

計 59 

東邦 

高等学校 

普通科 

 105 22 8〔4〕 美術科 

世界探究科 

※〔 〕内は非常勤職員で外数。 

平均年齢は 52.2歳（法人・大学教職員）、42.9歳（高校教職員）である。 
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Ⅱ.事業の概要 ― 中期 5ヵ年計画の締めくくり年度に当たって 

 

2025年度は、愛知東邦大学にとって開学 25年目、前身の東邦学園短期大学からは 60周年、さらに東邦

高等学校にとっては創立 103年目という節目の年度だった。学校は諸活動を地道に積み重ねて歩みを刻む

組織である。短期的な話題やヒット商品、サービスに頼って業績や評価を得る組織ではない。各部門の事

業報告は単年度の記述を主にせざるを得ないが、本稿では「中期事業計画の締めくくり年度」として、単

年度と共に中期的な推移を数値も示して紹介する。2025年度が第三期中期 5ヵ年計画の最終年度に当たる

ことも踏まえつつ、個別事業の成果や課題を中期的視点で判断する参考にして頂きたい。 

 

法人は学園を統括し、その持続的な運営を支える責務を負っている。これを法人が管理する財務面から

みると、2025年度事業活動収支の基本金組入前当年度収支差額比率は＋1.44％だった。2025年度は学校法

人会計の仕組みが改められ、移行措置のために過年度分の賞与の一部まで計上した。通常年度にはない支

出が生じたが、最終的に黒字を維持した。通常年度の会計方法で算出した場合の収支差額比率は＋4.54％

である。事業収支では 2021 年度からの 5 ヵ年度、いずれも収入超過を続け、比率も最大＋4.96～最小＋

3.53％で運営した。全国の同規模大学法人の収支差額比率はマイナスあるいはプラスでも 3％台であり、

他の同規模法人との比較では安定性を保った（2024年実施の日本私学振興共済事業団による経営分析資料

より）。 

その裏付けとなる事業活動収入は、2025年度が 38億 7,392万円で、過去 5ヵ年度の中で 2番目に多か

った。5ヵ年度では新型コロナの蔓延で学校の活動が停滞させられた時期もあったが、38億円台の収入を

確保した。一方で、教育条件と環境を積極的に向上・整備していくためには現在の収支差額はなお十分と

は言えず、事業活動収入をいかに拡大していくかが引き続きの課題である。 

 

愛知東邦大学は、2026年度入学者（2025年度入試結果）が 418人に達し、前年度の 398人を上回った。

2 年連続の入学定員確保であり、収容定員も充足した。毎年度行う「学修行動・満足度調査」の項目のう

ち「総合的にみて愛知東邦大学における勉学や学生生活に満足していますか」の問いに対し、「満足してい

る」と答えた学生の比率は、2021年度の 78.8％が 2025年度は 86.0％に達した。「満足していない」は 2021

年度の 21.2％から 2025年度は 14.0％に下降した。また、退学率は全学平均で 2016年度 5.7％、2021年度

5.4％と徐々に低下し、2025年度には 4.2％にまで改善した。最も低かったのは人間健康学部の 3.7％だっ

た。ただし、他大学との比較では依然として高い水準にあり、今後も改善を要する課題である。 

大学の教育・研究活動等を踏まえて算定される指標の一つとして、私立大学に対する国の経常費補助金

額（日本私学振興共済事業団集計／不交付を除く約 580大学対象）がある。それによると、愛知東邦大学

は 2010年代が 400位前後で推移していたが、2021年度 382位、2022年度 379位、2023年度 375位、2024

年度 361位、2025年度 364位と、順位が上昇傾向にある。県内では私立大学 42校中 25位（2025年度）だ

った。 

 

東邦高等学校は、入学志願者数がこの 5ヵ年で大きく急増した。2021年度入試の 2,180人に対し、2025

年度には 3,408人となり、2021年度比で 56％の増となった。入学者も 2024年度には 2,030人に達し、県

内の全日制高校の中では最多、15 歳人口が最大だった 1990 年度の規模に達した。3 日間設けられる受験

日の中で、志願者の動向を見極めた日程設定が奏効した面はあるが、それだけではない。伸びやかな雰囲

気、溌溂とした課外活動など、諸活動の積み重ねが、長年 2,000人前後で推移していた受験者を一気に押

し上げたものと考えられる。 

進路指導面では国公立大学への現役合格者が、2021 年度の 24人が 2025 年度には 50 人へと倍増した。

これはスクールポリシーに掲げる「強い心で挑戦する」方針の一つの成果といえる。生徒対象のアンケー

トでは、毎年９割を超す生徒が「充実した学校生活だった」と回答しており、生徒の多様な期待に応えて

きたことがうかがえる。  
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１．東邦学園（法人） 

（1）ブランディングの取組（中期 5ヵ年計画：法人 6） 

<責任者> ブランディング担当理事 

<責任組織>ブランド推進委員会、新たな 100年事務局・広報室 

《進捗・達成状況》 

① 学園内における浸透度の現状を把握し、大学の中期事業計画及びブランド戦略立案の検討に資

するデータを取得するため、ブランド調査を実施した。 

②「短大創立 60周年」「大学創立 25年目」と新校舎建設を銘打った新たな寄付制度については検討

を進めたものの、提案には至らず 2026年度に先送りとなった。 

なお、地下鉄星ヶ丘西口に設置された学園の電子看板に「愛知東邦大学開学 25年」を追加した。

また、地下鉄一社駅到着アナウンスを「開学 25年の愛知東邦大学」に変更した。 

③地域・産学連携センターと連携し、A 棟カフェテリアを学生の活動拠点に位置づけるとともに、

学生の任意団体（個人も可）に対する委員会独自の「公認制度」を併せて制定することによって、

自主的な活動を促す仕組みを整えた。 

また、昨年度に引き続き「名東区スポーツ・健康×まちづくり協議会」の事務局として、名東区

内の各学区で開催される運動会やお祭り等のイベントに学生と共に企画段階から関わり、地域住

民と協力して運営を行った。 

さらに今年度は、協議会の下に「広報部会」「イベント部会」「啓発・普及部会」「研究部会」の四

部会を設置し、それぞれの部会において協議会の活動をより活性化するための施策について意見

交換を行った。 

④学園が取り上げられた新聞掲載記事が 4件、テレビ放映 1件の実績があった。 

⑤法人会員向けに自己啓発系の講演会および名刺交換会を実施し学園と会員との交流機会を創出し

た。 

（2）組織行動管理と人材活用の取組（中期 5ヵ年計画：法人 8） 

<責任者> 法人事務局長 

<責任組織>法人総務課 

《計画》 

①大学のブランディングは導入から 6年、外部からの評価が高まる。教職員・学生が「オンリー

ワンを、一人に、ひとつ。」の意義を改めて自覚し、教育への再度の浸透を図る。 

②「短大創立 60周年」「大学創立 25年目」と新校舎建設に絡めて、新寄付制度の準備を引き続き

進め、寄付呼びかけを強化する。【新たな 100年事務局・広報室】 

③学生の地域活動での学びを充実させるために、学内においては大学内の環境を整える。 

そのために地域・産学連携センターの事務局でもある地域・国際交流課に地域イベント業務を

移管し、教職協働による支援活動の充実をはかる。学外においては、「名東区スポーツ・健康×

まちづくり協議会」事務局として、良質な活動場所の確保と同時に地域活動の活性化を図るた

めの分科会を開始する。【スポーツ・文化振興局】 

④広報活動の充実：学園ブランド力を高めるため、学園全体の教育活動をパブリシティへ情報発

信する積極的な広報を実践する。【新たな 100年事務局・広報室】 

⑤情報発信力の強化：学園内のステークホルダーに対する情報提供を強化する。【新たな 100 年

事務局・広報室】 

⑥企業との連携：フレンズ TOHO等の外部組織と連携を強化する。【新たな 100年事務局・広報室】 
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《進捗・達成状況》 

①衛生委員会を随時開催し、教職員の健康管理の把握に努めた。健康診断受診のための特別有給休

暇制度を正式に規定化した。特別な配慮が必要な場合には、産業医と連携してヘルスケア施策に

努めた。 

②法務分野に見識のある専門人材の採用を実現した。なお、財務の専門人材採用活動を進めたもの

の採用には至らなかった。 

③理事会・評議員会の運営チェックリストを用いて規程に基づいた運営を実施した。 

④改善報告書を予定通り提出した。その結果、すべてについて「改善が認められた」と評価を得た。 

⑤雇用率は改善されているものの目標値には達していないため更なる改善を目指す。 

（3）リスクマネジメント＆ガバナンス（内部統制）強化 

<責任者> 危機管理担当理事、コンプライアンス担当理事、労務担当理事 

<責任組織>法人総務課 

《進捗・達成状況》 

①「リスク管理基本規程」と「コンプライアンス推進規程」が 2025年 4月 1日から施行された。改

正私学法に対応した内部統制システムの整備も進められた。 

②不適正な会計処理を防ぐためのチェック体制が維持され、内部監査室長を中心に会計処理の計画

的な検査を実施した。また、大学の周辺会計に関するガイドラインを制定した。 

（4）財務体質の改善 

<責任者> 財務担当理事、イープロ担当理事 

<責任組織>法人経理課、イープロ将来像検討委員会 

《進捗・達成状況》 

② 新たな財務目標値が学園内に周知され、目標実現に向けて取り組んだ。 

②補正予算編成時から支出の抑制を意識し、予算執行時にも更なる支出減を図り、基本金組入前当

年度収支差額の黒字化の堅持に取り組んだ。また、補正予算編成は前年度決算数値、執行状況を

精査し、決算値との乖離の縮小に務めた。 

③ 推進の検討が進められたが、事業の仕組みに課題があり実施には至っていない。 

④2026年度から 2030年度までの中期財政計画を策定した。 

《計画》 

①メンタル＆ヘルスケアの拡充を図り、教職員の健康維持増進のための職場環境の改善を行う。

【法人総務課】 

②専門人材（財務、ICT）登用を推進する。【事務局執行部】 

③理事会・評議員会の運営が法令、規程に基づいて適正に運営するためのチェック体制を維持す

る。【事務局執行部】 

④日本高等教育評価機構に認証評価の改善報告書を 7月までに提出する。【特命参与】 

⑤障害者雇用率の改善を目指す。【法人総務課】 

《計画》 

①私学法改正で内部統制システムに関係する諸規程が整備されたため、関係規程の周知と実運用

化に向けて取り組む。【法人総務課】 

②不適正な会計処理が生じないようチェック体制を維持する。【内部監査室】 

《計画》 

①第 3 期中期計画の見直しにより設定された新たな財務目標値実現に向け取り組む。【事務局執

行部】 

②基本金組入前当年度収支差額の黒字化を図る。【事務局執行部】 

③大学校舎の外部への賃貸事業を推進する。【事務局執行部】 

④学園の経営状況の理解が深まるよう、財務データの情報提供を積極的に行う。【法人経理課】 
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２．愛知東邦大学 

〇学士課程方針 

・卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

愛知東邦大学は、教育基本法及び学校教育法の精神に則り、本学園の建学の精神「真に信頼して事を

任せうる人格の育成」と校訓「真面目」に基づく人間教育を行い、広い教養と深い専門知識を授けると

ともに、旺盛なる自主の精神と強い責任感を涵養して、地域社会の発展に貢献し、信頼し得る有為な人

材を育成することを使命とする。 

この使命を実現するために、学生は本学に 4年以上在学して所定の授業科目を履修し、各学部・学科

の卒業要件を充足すると共に、卒業までに以下のような能力を身につけなければならない。 

（1）学びの基礎となる社会、文化、自然等に関連する幅広い知識を習得しながら専門知識を育み、それ

を活用することができる。 

（2）基礎学力を踏まえた専門知識と自らの経験を基に、創造的に考えたうえで、課題について的確に判

断し、自在に表現、発信することができる。 

（3）多様な人々の中で自己を理解し、主体的に他者と協働して問題を解決することができる。 

・教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

卒業認定・学位授与の方針に掲げる知識・技能・能力を身につけるための教育課程は、以下のとおり

構成している。 

【教育内容】 

（1）“自己を知る”ことを基本理念とした総合教養科目を配置している。特にリベラルアーツ科目群で

は、学問的な学びを展開するアカデミック科目群と学際的な学びを展開するカルチャー科目群に

区分し、それぞれの学びの内容を明確化したうえで、科目を配置・設定している。 

（2）各学部・学科の専門科目では、専門知識の修得だけでなく、その学修を通して、分析力、問題解決

力、創造力等を身につける。 

（3）1年次から 4年次までゼミナールを必修科目として配置し、小人数クラスのメリットを生かしなが

ら、学年に応じた主要目的と役割をもたせ、他の科目で学んだ知識・技能・能力を活用し、発展さ

せる機会とする。 

【教育方法】 

（4）これらを実現するための教育方法として、授業の形態や規模に関わらず、アクティブラーニングを

積極的に取り入れ、学生の能動的な学修を促す。 

（5）卒業認定・学位授与の方針に掲げる能力の修得状況は、各学部学科レベルで厳正に評価し、包括的

に把握する。 

・入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

学園の建学の精神、校訓を理解するとともに、本学の人材育成方針に共感し、正課内外の学修に積極

的に取り組む意欲のある学生を求める。具体的には、以下の知識・技能・能力・態度を持っていること

を入学者受入れの方針として掲げ、多様な方法によって選抜する。 

（1）本学での学修を強く希望し、学んだことを様々な場面で活用することによって、自己の成長、自己

実現へとつなげる意欲がある。 

（2）柔軟な発想と探究心を持って自ら考えることができ、その成果を自分自身の言葉で言い表し、相手

に伝わる適切な文章表現ができる。 

（3）いろいろな課題や問題について、自らの考えに基づき、自分自身で判断することができる。 

（4）高等学校等で履修した教科・科目について、基礎的な知識を身につけている。 

（5）自分の知識や技術に乏しいところがあると感じたら、それについて積極的に学習する自己改善欲求

に満ちている。 

（6）国や地域、年齢が異なる多様な人々と幅広くコミュニケーションを取ることができるよう不断に努

力し、共に学び合うことができる。 
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〇主な教育・研究の概要 

（1）教育プログラム（中期 5ヵ年計画：大学 1・3・4・5・6・19） 

《進捗・達成状況》 

①経営学部は、今年度新設したビジネス学科およびコミュニケーション・デザイン学科の初年度と

して、計画に基づいたカリキュラム・教育プログラムを概ね遅滞なく遂行した。教員体制につい

ては、年度途中に 2名の休職・退職が発生したが、非常勤講師への振替や担当変更等により、学

生の学修支援への影響を最小限に留めた。また、コミュニケーション・デザイン学科で必要な ICT

設備・機材の導入を計画通り完了し、実践的な教育環境を整備した。 

人間健康学部は、2026年度からの新カリキュラム導入に向け、学部執行部を中心に科目構成や

教員配置の策定を計画通り進行した。特に教育プログラムでは、健康情報学分野の先行試行によ

り、データサイエンス等への学生の関心の高さを確認できたことは、新カリキュラムの有効性を

裏付ける成果となった。こうした新カリキュラムの魅力を学内外へ発信するため、オープンキャ

ンパス等での広報活動（募集策）を強化したことで、2026年度は入学定員を大幅に超過する入学

生を確保する見通しである。 

教育学部は、2025年度より開始した中学校一種免許状（保健体育）課程は、7名の希望者を迎

え、順調な滑り出しとなった。人間健康学部との教員体制・プログラムの連携体制を構築し、専

門科目の相互乗り入れを円滑に実施した。 

②2025年 5月に学部・委員会内 FDとして、「ポートフォリオの活用方法のアイデア検討」をテーマ

とした FDを実施し、7月には事前説明会（操作体験、ポートフォリオ導入の趣旨説明）も行った。

11月までに、3学部および教養教育センター運営委員会から、様々なアイデアが提出され、FD・

SD委員会として、4つの提言としてまとめ、テーラーメイド教育推進 WGに提出した。今後は、テ

ーラーメイド教育推進 WGより、今回の結果に対する報告、今後の対応が大学協議会にて報告され

る予定である。 

③学部横断的プロジェクト科目を新設するまでは至らず、現行の「東邦プロジェクト」を活性化す

る方向で検討した。沖縄大学と連携したプロジェクト型授業を継続的に実施できた他、2025年度

は地域・産学連携センターより要請のあったプロジェクトが実施できた。また、教育学部に特化

した他学部生を巻き込めるプロジェクトを教育学部とともに設計し、「東邦プロジェクト A」とし

て開講したが、若干難易度が高かったこともあり履修希望者がおらず、開講することができなか

った。2026年度に向けて授業内容等を見直し、こうしたプロジェクトが実施できるよう様々な整

備を進める。 

④ 新規連携協定先として株式会社カナメヤ、名東区スポーツ・健康×まちづくり協議会、NPO法人 

「ふまねっと」の 3団体と協定を締結することができた。 

《計画》 

① 各学部のカリキュラムの遂行及びそれに関わる教員体制・教育プログラム・教育設備・学生

募集策・FD充実の検討【経営、人間健康、教育各部】 

②学生ポートフォリオによる学修成果・課題の可視化を活用したテーラーメイド教育方法の検討

と試験的実践【FD・SD委員会】 

③本学の特色となるプロジェクト科目の拡充、学部主導プロジェクトの強化【教養教育センター

運営委員会】 

④各学部の特性に応じた教育連携先の開拓とモデル事業の立案。（自治体、企業、他教育機関）【地

域・産学連携センター運営委員会】 

⑤国内外研修＆留学の活性化。継続的な制度活用の促進、提携先開拓も視野に入れた制度設計【国

際交流センター運営委員会】 

⑥正課外教育プログラムの見直し及び学生の学修成果発表機会の拡充【教職支援センター運営委

員会】 
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⑤海外研修参加者の増加策について、語学レベルや留学に求める目的など学生ニーズが多様化して

いるため、全体の対応から個別対応の充実をはかった。海外研修実施に向けて、他大学との共同

開催を企画し、研修内容の魅力とともに他大学交流の機会となるよう試みた。 

⑥教員採用試験の早期化を受け、特講の実施日程を前倒しした。具体的には、4 年生が 5 月末から

教育実習に入ることを考慮し、前年度の 3 月後半から指導を開始している。また、3 年次での受

験希望者が 9名に上ったため、これに柔軟に対応できる支援プログラムを新たに設定した。 

（2）学生支援とキャンパスライフ向上（中期 5ヵ年計画：大学 2・7・8・9・13） 

《進捗・達成状況》 

①新キャンパス建設については、1 月業務執行理事会にて設計施工方式の採用等を含めた中間報告

を行い、2 月業務執行理事会では建設計画素案、講義室等の移設計画、資金収支計画等に関する

資料を提示した。3月の理事会では次年度に審議・決定するための事前協議とした。 

②本年度、体育館への冷暖房設備導入は完了し、7月より稼働を開始した。また、酷暑対策として 6

月 23 日から 7 月 29 日の期間で通学支援バスを運行した。施設利用ルールに関しては、1月大学

協議会にて「施設の開放に関する規程」および「施設使用に関する規程」の改正を行い、日進グ

ラウンドの外部利用を可能とした。 

③今年度退学者と居住地域（地域性）の関連性に関する分析を実施したが、有意な相関関係は見い

だせなかった。他大学の中退防止予測モデルなどの情報収集を行った。今後は既存の調査を含め

中退防止に資するデータ提供および具体的な活用策について、引き続き検討を継続する。 

④ワーキンググループにおいて「クラブ活動ガイドライン」の原案を作成、その後、学生委員会な

ど、主要会議において意見をもらい、最終版の「クラブ活動ガイドライン（案）」を作成した。「ク

ラブ活動ガイドライン」は教学法人協議会、クラブ顧問の意見聴取も行い、大学協議会等の承認

を得て、2026年度よりこのガイドラインをもとに運営を行う。 

⑤DPと関連性の高い特色ある企業・団体の情報を深く、広く収集することを目的に教職員に対して

リファラル採用調査を実施（4月）した。また、年間を通じて DPと関連性の高い企業の新規開拓

を重点的に行った。結果として、学部の特徴と親和性が高いインターンシップ先の開拓や本学主

催の業界研究会に新規 9社の企業が出展することとなった。これらの企業と結びつきを高めた成

果を学生個々の希望に合わせて木目の細かい就職支援を継続していく。先々の対応として、経営

学部 CD学科の対応を学科と連携していく予定をしている。取り組みとしては完了としたが、今年

度の取り組みは次年度の進路決定先に影響があることを補足する。 

⑥年度初めのガイダンスでは合理的配慮の申請方法と本学での合理的配慮事例も紙面にて案内した。

各学部の教員の協力を得て、合理的配慮支援は特に問題はなく実施できた。本年度より医療的支

援を行う学生が入学したため、保証人との連携、緊急対応マニュアル作成、主治医との連携を行

い、安全に学業が継続されるようサポートを継続する。 

 

《計画》 

①2026年度竣工を目指した新キャンパス基本計画第 I期工事分の具体化【業務執行理事会】 

②体育館の冷暖房設備導入、酷暑時の行動ガイドライン策定、施設利用ルールの規制緩和の検討

【総務委員会】 

③全学部における新入生へのサポート充実を契機とし、中退防止活動の取り組みの継続及びデー

タに基づく対応力の強化【IR推進委員会】 

④課外活動の活性化促進。強化指定クラブの新たなガイドライン策定、クラブ・サークル支援の

見直し【学生委員会】 

⑤経営学部・人間健康学部の DPと関連性の高い特色となる企業・団体への就職支援、早期キャリ

ア支援の充実【キャリア支援センター運営委員会】 

⑥合理的配慮対象者への支援体制の充実【保健・学生相談センター運営委員会】 
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（3）研究と社会貢献（中期 5ヵ年計画：大学 14・15・16） 

《進捗・達成状況》 

①各学部のプロジェクト活性化につながる取り組みとしては、a.学生団体へのセンター公認制度の

制定、サポートの実施、b.センターの A棟カフェテリア拠点化、c.地域・産学連携に関する検討

WGの立ち上げ・学長への答申、d.広報委員会に対する本センターの取組内容を紹介する大学パン

フレットのページの確保要請、e.「東邦プロジェクト A（地域・産学連携センター科目）」の開講、

f.テーラーメイド教育 WGに対するポートフォリオの開発要請（学生が自身の活動を振り返り、コ

メントや成果等を記録できる入力機能の実装）について検討や対応を完了した。 

②科研費研修会の開催について立案した。調整の結果、来年度開催とすることになった。 

③次年度に段階的に実施することを前提に見送ることとした。 

④今年度新規共同研究部会の申請が 3件あった。主査の所属する学部は、経営、人間健康、教育各

1件だった。 

⑤教員に対してリサーチマップへの登録を促し大学 Webサイトへリンクを貼ることにより、教員の

研究テーマ、実績を発信する環境を整えた。更に高校生にも理解しやすい表現で、各教員が研究

テーマを教員紹介のページに掲載し教員の魅力を伝えるように Webサイトを改訂した。 

（4）定員管理と入試政策（中期 5ヵ年計画：大学 17・18・25） 

《進捗・達成状況》 

①外国人留学生の増加策として、協定校と常に連絡が取れる関係の構築を行った。中国においては

学生の短期間研修を実施することで、日本の魅力や本学の実際を知ってもらうことで入学の動機

に繋げている。 

②国内留学制度の活用促進については、地域・国際交流課と連携し沖縄大学への国内留学の広報を

続けている。興味を示す学生が一定数いるものの、実績にはつながっていない。学生へのニーズ

調査を進めるなどして、制度改正及び今後新たな国内留学先の確保に向けて進めたい。 

③2026年度以降の学部募集施策については、教学法人協議会（大学部会）や教育学部教授会で協議

を進めた。具体的には、副専攻を含めた募集についての WGを教育学部内に設置する予定である。 

④大規模なブランド調査を学園内のステークホルダーに対して実施し、今後のブランディングの方

向性についてデータを収集し、そのデータを新しい中期計画案に盛り込む作業をした。 

⑤2026年度入試（2025年度実施）においては、近年の入試早期化の流れを受けて内部進学入試の日

程を調整したが、出願者数の増加には至らなかった。高校側と引き続き協議し、内部進学者の増

《計画》 

①自治体及び企業、他大学との連携を促進する地域研究教育連携の検討【地域・産学連携センタ

ー運営委員会】 

②科研費を含む外部資金獲得のための支援の充実【研究活動委員会】 

③研究倫理に関するガイドライン等の整備・研修の実施【研究倫理委員会】 

④学内共同研究活動の誘発【地域創造研究所運営委員会】 

⑤大学広報的側面も視野に入れた研究者情報コンテンツの拡充と公開【広報委員会】 

《計画》 

①外国人留学生増加策の検討（戦略的な地域、提携先、入試制度の検討）【国際交流センター運営

委員会】 

②国内戦略的募集地域の策定と募集手法の検討（東海地域以外の学生募集の検討）【教務委員会】 

③教育学部の学生募集施策の検討（自治体、学校、園等と連携した教育支援制度の開発）【教育学

部】 

④大学ホームページの改訂を含む大学広報の方針、コンテンツ開発の立案【広報委員会】 

⑤【入試委員会】内部進学及び提携校進学者の確保に向けた諸施策の検討と実施（高大接続の選

択と集中） 
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加を目指す。提携校については、関係構築をさらに強化したことにより、実績は前年をわずかに

上回り、安定的な入学につながっている。 

（5）組織行動とガバナンス体制の強化（中期 5ヵ年計画：大学 22・23・24） 

《進捗・達成状況》 

①昇任審査の対象に研究業績だけでなく教育上の業績や管理運営業務歴（大学運営への貢献度）を

含め、それらを総合的に審査して昇任の可否を判断できるよう「教員資格審査運用規程」を改正

した。 

②人権問題と個人情報管理の分離による規程文書の改訂を行った。また、学内啓発活動として「ハ

ラスメント許しません」「ハラスメント対応フロー」の文書等を作成し、啓蒙と相談窓口の案内を

明記した。 

③防災マニュアルを 2025 年度版に更新するとともに、名東消防署の協力も得ながら全教職員参加

の防災訓練を実施した。また「防災規程」「地震防災応急対策細則」を改正した。 

④同窓会事務局と連携し、コロナ禍で中止した卒業式に代わるイベントを 5年に一度の同窓会総会

実施日（2026 年 8 月 30 日）に企画した。同窓会総会に向けては引き続き協力、連携をしていく

こととしている。 

⑤自己点検・評価報告書について、第 4期評価サイクルに対応した「シート形式」を導入し 1月に

作成の依頼をした。4 月以降自己点検・評価シートをとりまとめ、委員会としての評価をしたう

えで教学マネジメント本部へ提出する予定である。また、初めてのシート形式での作成となるた

め、随時見直しをしていく予定である。 

 

  

《計画》 

①教職員の評価、研修の在り方に関する基本方針の策定（教員の教育と学務に関する業績評価、

職員の研修・人材育成プランづくり）【人事委員会】 

②人権問題の取り扱い手続きの改定及び啓発・研修活動の計画と実施【人権問題委員会】 

③災害リスクへの意識向上施策の検討・実施（危機管理マニュアルの改訂、安否確認訓練の継続

的実施）【総務委員会】 

④同窓会組織の活性化と教育連携機会の創出に向けた検討【総務委員会】 

⑤認証評価第 4期へむけた情報収集と対応【自己点検・評価委員会】 
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３．東邦高等学校 

（1）学力向上（教務・進路・メディア情報・教科・学年） 

《進捗・達成状況》 

①今年度も「目指す授業像」に向けた授業実践を行った。「公開授業週間」を 3学期間とも各先生の

空き時間に自由に自教科だけでなく他教科の授業も見学できる形態で行った。次年度はさらに見

学者を増やしていけるように改善をしていく。 

②a.1 年生では企業探究プログラムで 1 チームが全国大会で入賞を果たした。2 年生は平和学習と

進路学習を中心に実践し、主権者教育も行った。また教務部中心に他校の取り組みや他社の教

材を研究している。次年度は文理特進コースで新しい教材を使用して、系統立てたプログラム

を展開する予定である。 

b.ガイダンスにおいては分掌、学年、コースがそれぞれ行っているが、6 月に実施した国公立ガ

イダンスでは、信州大学、富山大学の先生にお越しいただいた。文理特進、選抜コースの生徒

に加え約 50 名の保護者の参加があった。3 年では現役看護師の方に聞くガイダンスを開催し、

好評であった。今後は、3年間のガイダンスを整理し体制をさらに整え実施していきたい。 

③プロジェクト最終年度であったが、積み残した課題については次期中期事業計画に引き継いでい

きたい。 

④a.各学年補習や授業内で英検対策を行い、英検に対する意識を高めた。2 学期の英検は校内実施

をしなかったため、外部の準会場を案内した。3 学期は 1 年生を中心に多くの生徒が受験をし

た。また、準 1級に挑戦する生徒も毎年一定数存在し、合格者が増えている。国際探究・世界

探究ではトフルゼミナールによる英検対策講座を実施している。3 年間で全員が準 2 級を取得

するという目標に対しての経過的な目標に対しては、1年生は超過達成、2、3年生は未到達で

あった。2025年度の準 1級合格者は 8名であった。 

b.漢字検定、文章読解・作成能力検定、数学検定、世界遺産検定の指導も行った。漢字検定では、

2級の合格者数が過去最高人数となった。文章読解・作成能力検定では、準 2級の合格率は 80％

を超え、志願者数・合格率共に過去最高値となった。数学検定では、2 年理系選抜の生徒につ

いてほぼ全員受験体制としたため、受験者数が昨年度よりも増加し、2 級の合格者数は過去最

高人数となった。 

 

《計画》～「自ら考え、学ぶ」生徒を育てる～ 

①「主体的・対話的で、深い学び」の推進【教務・進路・メディア情報・教科・学年】 

「目指す授業像」に向けた授業実践、「主体的・対話的で、深い学び」のための授業実践を各教

科で行い、公開授業・研究授業・教科会議、各種研修を通じて実践共有と相互研鑽を積み重ね

る。 

②「学びに向かう力」の育成【教務・進路・メディア情報・教科・学年】 

a.「総合的な探究の時間」、進路ガイダンス、生徒面談の一層の充実を図る。 

b.進路ガイダンスで講師をしてもらえる社会人リストの充実を図るため、教職員に広く働きか

け、卒業生講師人材の発掘とリスト化を進める。 

③新たな学力向上体制の推進 

新学力向上プロジェクトの「探究学習」・「欠点改訂」の提案、「キャリア教育」答申を行い、検

討・議論を進める。今年度は特に欠点改定の議論を進め、提案していく。 

④検定合格者を増やす 

a.卒業までに全員が英語検定準２級取得を目指せるよう、現在の受験体制の継続、通常授業の

内容とリンクした英語検定対策の実施、英語 4技能の重要性について生徒の理解を促進し実

用英語へのモチベーション向上、等に留意して合格者数増加に努める。 

b.各種検定試験に積極的に取り組む。 
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（2）キャリア教育の充実と進路希望実現（進路・教務・教科・学年） 

《進捗・達成状況》 

① 愛知東邦大学の情報を伝えるためにモニターを普通教室 2F生徒ラウンジ前に設置し、常時視聴

できるようになっている。 

9月には保護者向けの大学見学会も学食付きで実施をした。1年 99名、2年 13名の申し込みがあ

り当日は 100名を超える参加者であった。昨年度からの申し送りもあり、食事チケットを事前配

布するなど対策を講じたところ、今年度の当日キャンセルはいなかった。内部進学入試説明会は

10月 15日（水）に行われ、45名が参加した。 

新しく愛知東邦大学教育学部内部連携入試を実施した。入学者に対し、3月 14日の合格者出校日

で保護者と共にガイダンスを行った。今後大学と連携しながら教育活動を進めていく。 

今年度も 2月に高大連携授業を実施。これまでの経験や振り返りを活かされ、生徒の満足度も高

かった（以下、まとめより抜粋）。今回の高大連携講座の全体の満足度は、満足またはやや満足と

回答した生徒は、1 年生で 98.3%、2年生で 96.7%（一昨年度 1 年 98.1%、2年 93.6%）となった。 

科目等履修生に関して前期は残念ながら受講生がいなかったが、後期は 2年国際探究コースから

1 名が受講し単位を修得することができた。今年度前期は 1 年普通コースの生徒が 1 名受講する

ことが決まっている。 

愛知大学提携校推薦者は今年度 13名（内訳：経営学科 2名・経済学部 3名・現代中国学部 2名・

法学部 4名・文学部 2名）が選考された。内訳は進学コース 8名、文系選抜コース 5名であった。

校内選考において法学部 6名・経営学部に 4名の希望者が集まり、人気が集中した。なお今年度

は、受験前の事前指導として、提携校推薦入試受験者対象の特別錬成講座を組んで頂き、早期か

ら継続した指導をして頂いた。取り組みは良好であった。 

②名城大学ゼミは、6月にゼミ参加を実施することができた。参加者は計 36名（1年生 22名、2年

生 5名、3年生 9名）となり、昨年度７月開催の 30名を上回った。参加者も増えてきていること

もあり、他の学科や学部との連携の拡充も含め、検討していきたい。世界探究科の取り組みでは、

近畿大学や名古屋外国語大学で模擬国連に参加するなど積極的に連携を行っている。 

③1年生総合的な探究の時間「クエストエデュケーション・プログラム」の取り組みで、1チームが

《計画》～「強い心で挑戦する」進路開拓を～ 

①愛知東邦大学・愛知大学との教育連携事業のより一層の充実を図る。【進路・教務・学年】 

②新たな大学との高大連携事業を進める。各大学との現在の関係を深める教育連携を模索する。

【進路】 

③学内外インターンシップ・キャリアガイダンスの充実で未来への志を育む【進路・教務】 

a.1 年生総合的な探究の時間「クエストエデュケーション・プログラム」のスムーズな実施と

充実を図る。 

b.教務主導で学年担当者と打ち合わせなどの会議を開催し、「総合的な探究の時間」の充実を目

指す。 

c.より多くの生徒のキャリア意識を高めることができるよう、学外インターンシップは中期経

営計画の目標値 40名以上の参加を目指す。 

d.生徒が新たな進路ガイダンスや担任面談で自分のキャリアを考える中で自ら学ぶ姿勢を修

正したり、高めたりできるように働きかける。 

e.生徒のポートフォリオの充実のため、教育活動多方面で積極的にポートフォリオ機能を利用

し、生徒自身が PDCAを考えることができるようにする。 

④第一志望校合格の実現【進路・教務・教科・学年】 

a.生徒全員がスタディサポート入学時のランクを 3年次まで維持・上昇できる学習指導、生徒

指導に努める。 

b.総合型選抜の早期化・多様化とそれに伴う保護者・生徒の意識の変化に対する対応。 
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全国大会入賞を果たした。 

今年度の学外インターンシップ説明会に参加した数は計 35名だった（1年 12名、2年 23名）。最

終的に参加者は 33名（1年 9名、2年 22名、3年 2名）で目標には届かない数字であった（昨年

度は 51名）。昨年度と比較して特徴的なのは、1年生の参加者が 30名から 9名へと減少。2年生

が文選、特進、美術を中心に増加した。 

④a.ベネッセの資料、模試結果、バンザイシステムなどを活用し、各学年で面談の資料をして有効

活用した。 

b.進路からは進学関係の本やリーフレット・チラシなどを学年と相談して配布、配信で案内した。

各学年で志望理書講座、小論文対策講座を実施し、8 月には面接対策講座を行った。また、総

合型選抜入試合格者の体験談を聞くガイダンスが実施され、1・2年が参加した。 

（3）持続可能な社会を担う人材の育成（校務・生活指導・国際交流・生徒会・学年） 

《進捗・達成状況》 

①世界探究科で Global Cafeスコットランドやウガンダ出身の方を招き、計 2回の交流会を実施し

た。毎回 20～25名程度の生徒が参加した。今年度の慰霊の日には美術科の金屏風も展示され、マ

スコミの取材もあった。生徒会をはじめとする平和実行委員が 2025 年度愛知県弁護士会人権賞

を受賞した。本校がこれまで取り組んできた平和活動を評価していただけたことは、大変喜ばし

いことである。 

②世界探究科の企画で、「世界遺産を平和の象徴として捉える」という視点のもと、グループごとに

30分間の平和企画を提案するプレゼンテーションに取り組んだ。本取り組みにより、授業内での

学びを学校全体へと還元し、生徒主体の国際理解・平和教育を具体化していくことができるもの

と期待している。 

③今年度 20名を前提に募集したところ、結果として 17名の参加にとどまった。これは、抽選に漏

れたら友達と一緒に行けなくなること、また物価高の影響もあり、料金的に高騰が続いているた

めだろうと考える。結果として、NZ、セブ両コースとも人数が満たされず、予算を大きく超える

形となり、追加での徴収をせざるを得なくなった。人数が少ない場合には中止することも視野に

入れなければならないが、学びの機会を減らすことも本意ではないので、料金設定や参加申し込

みの進め方、引率の体制など、夏休みの英語研修については総合的に考え直さなければならない。 

④台湾の国立基隆女子高級中学との交流において、提携校へと意欲を持っていただいている。また、

今年度来校があったインドネシアの学校は 2年おきに来校の予定があるので、今後定期的な交流

が実現するとすれば、提携の可能性も大いにあると考えている。 

韓国の上一女子高校については、2016年以降順調な交流が続いており、提携書の見直し及び再調

印について理解しあえているものと考えている。 

⑤平和が丘防災委員会からの要請を受け、東邦高校を避難所として活用する際の具体的な方法を検

討する防災委員会に参加している。現在は、平和が丘防災委員の方が東邦高校避難マニュアルを

作成しているところである。珉光幼稚園から毎年の依頼で、グラウンドを貸し出し、幼稚園の運

動会が実施された。今後も地域連携の一環として協力をしていきたい。放送部は、毎年名東区か

《計画》「他者と共に歩む」～SDGsを意識した ESD教育の推進～ 

①SDGs を意識した国際理解・平和・環境・防災・地域連携教育の推進。【校務・生活指導・国際

交流・生徒会・学年】 

②「UNESCO DAY・UNESCO WEEK」の学校行事化実現に向けて一層の動きを作る。【国際交流・生徒

会・校務】 

③夏期英語研修の拡充の検討。【国際交流】 

④国際交流提携校 5校を目指し、新たな提携を推進する。【国際交流】 

⑤外部機関、地域（名古屋市・名東区・平和が丘など）との関係の強化。【校務・生徒会】 

中期経営計画目標値 10回を超える協力機会を目指す。 
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らの依頼で「名東区子ども青少年育成区民のつどい」が文化小劇場にて行われ司会を行った。マ

ーチングバンド部も名東区からの依頼で、「めい冬音楽祭」をスポーツセンターで演奏の披露を行

ってきた。把握しているだけで 15回参加することができた。 

（4）学校生活の充実（生徒会、生活指導、校務、保健指導、メディア情報センター、学年） 

《進捗・達成状況》 

①今年度の体育祭の実施場所を初めて「バンテリンド―ム」で行った。近年は体育祭を酷暑の中で

の実施が多く、その対策のため全学年を 2つの団に分けて行わなければいけなかった。しかし、

「バンテリンドーム」で行うことにより、全学年が一同に参加することができ、特に 3年生の満

足度は、過去 3年間の中で最も高かった。また、体育祭実行委員を編成し、生徒自ら考えて体育

祭を作り上げる達成感を醸成することができた。 

②部活動において「目指す生徒像」を意識した運営を行っているクラブが増えてきている。学校が

中心となって生徒の自主性を尊重しつつ運営しているが、保護者の協力もまた不可欠である。次

年度に向けて保護者会を各クラブで開催していきたい。 

③近年、SSWや SCと相談する件数は以前より多くなっている。現在は、管理職も入り毎週生徒の情

報交換をするチームミーティングを開催し、相談することはもちろん、解決に結び付けていくか

の様々な方策をとっている。 

④a.3 学期終業式は、体育館で対面による終業式を実施した。対面で実施することで一体感が生ま

れ所属意識を感じさせることができたのではないか。オンラインによる学年集会を継続してい

るが、何が効果的であるかを吟味して検討していく必要がある。 

b.学校生活アンケートなど作業負担軽減ため、全学年 C-learningを利用し、集計をしている。そ

の反面回収率が低下するため担任との連携をとっていく必要がある。 

c.保護者からのカスタマーハラスメント防止や教職員の働き方改革の観点から、連絡機能の利用

ルールの制定および、C-learningの欠席連絡の仕様について適正化を図ることができた。引き

続き教職員を守るために必要な手立てを検討していく。 

（5）科・コースの充実と普通科教育の見直し（教務・進路・学年・科・コース） 

《計画》～「自分で考え自ら行動する」自律した集団の中で生徒一人ひとりが充実した学校生活を

送るために～ 

①体育祭、文化祭、競技大会などの生徒会企画に、生徒がより一層主体的な参加ができるように

する。【生徒会・生活指導・校務・学年】 

②部活動指導はガイドラインを遵守して適切な指導を行う。また、その指導については生徒状況

を鑑み柔軟な対応をしつつ、生徒の意見を尊重し主体的な運営を目指す。その運営においては

保護者の理解を得るよう努める。【生徒会・保健指導・学年】 

③相談体制の充実 SSW、SC との連携を密に生徒一人ひとりの課題に向き合い支援する。【保健指

導・生活指導・学年】 

④教育活動・行事における ICT利用の推進【校務・メディア情報センター・生徒会・学年】 

a.行事においては対面・オンラインのそれぞれの功罪を吟味しながら、より効果的な教育活動

を行う。 

b.特にオンラインでの提出物については、任意のものと必提出のものを仕分けし、必提出のも

のについては 100％提出を徹底する。 

c.緊急性のない生徒・保護者からの連絡や課題提出は、受付時間を各教員が限定し、ICT 利用

による教員の負担を削減する。 

《計画》 

①「目指す生徒像」のもと、科・コースの教育活動の充実を図る。【教務・進路・学年・科・コー

ス】 

各科・コース生徒の学校生活アンケート「学校生活の充実度」の項目において過去最高の水準
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《進捗・達成状況》 

①2025 年度は 1年生 92.4%、2年生 93.0%、3年生 93.7%、全体では 93.0%であった。目標値よりも

下回ってはいるが、昨年度に続き高い数値である。学校行事に積極的に参加している生徒が年々

増加しており、また 3年生の目標をもって学習をしていると答えた生徒の数値は過去最高である。

目指す生徒像に合わせた先生方の指導が高い数値に結びついている。 

②年間計画を確認しながら、関係部署と打ち合わせを行い、8 月の東邦キャンパスデイでは中学生

向けに初めてワークショップを行った。今後、カリキュラム変更の検討し改定していく予定であ

る。 

（6）学校運営の安定化と適正化（広報・教頭・理事） 

《進捗・達成状況》 

①安定的な生徒募集を目指し、推薦基準や一般基準の見直しを行った。また、受験生一人ひとりの

多様な力を評価するため新たに 3つの特色入試を導入した。推薦入試志願者数は、昨年と比べ増

加した。美術科の推薦基準を変更したことで、推薦入試出願者での定員超過についての課題を一

定改善できた。帰国生特色入試については、他校では、帰国生入試を併願可能な形で実施してい

るケースもあるため、帰国生がさらに受験しやすい仕組みを今後検討していく必要がある。 

②本校が掲げている「目指す生徒像」は、在学中だけでなく社会に出てからも活かせる力であり、

卒業後も人としての長期的な成長を促し、社会で活躍する人材を育てている。卒業後にさらなる

成長を遂げる卒業生を紹介するホームページを引き続き設けていく。 

③設置条件の調査は完了し、次年度以降本格的に他校の設置校へ情報収集を行い進めていく。 

（7）学内環境の整備（理事・教頭・メディア情報・事務） 

《進捗・達成状況》 

①放課後学習は業者と連携する形で 2027 年度の導入が決定した。複数の先生方に視察に行ってい

ただき、報告書は職員会議で共有した。1学期にお願いする業者を決定していく。 

②Findアクティブラーナー課題を学期に一度配信し、研修を行った。また、教職員研修会では 1学

期には「人権・ハラスメント研修」、2学期には「教員のメンタルマネジメントや集中力を鍛える

トレーニングの実践」を行った。3 学期は「発達障害の理解と対応」についてミニ講習会を行っ

である肯定的回答 95％を目指し、学習活動・行事・課外活動など、学校生活でのバランスを意

識してそれぞれの充実を図る。 

②世界探究科初年度の円滑な運営を目指す。【教務・学年・科・コース】 

必要に応じて教科担任会議を行うなど、教科担任、学年と連携し、科の発展を目指す。 

《計画》～真に「選ばれる学校」に～ 

①より安定的に生徒募集するための施策の検討【広報】 

入学人数の安定化と校舎利用の適正化を図るため、入試について一定の変更を行う。  

②100周年後の東邦教育の礎を築くブランディング推進と広報の充実【広報・理事・教頭】 

卒業後も社会貢献できるような人材の育成を目指す。 

③通信制課程設置のための調査研究を行う。【理事・教頭・事務】 

設置を念頭に、本校で実現可能性のある通信制課程設置に向けて具体的に検討する。 

《計画》～生徒の成長・教職員・目指す生徒像教育を支える環境整備～ 

①生徒学習環境の整備【教頭・教務・メディア情報センター】 

②教職員研修の充実と教育力の向上～教職員の「学び」を促進する～【理事・校長・教頭】 

③業務の合理化と働き方改革の推進【理事・教頭】 

a.部活動ガイドラインの遵守を推進する。 

b.分掌配置の見直し、分掌間の協力体制の構築、委員会の設置などを検討、実施する。 

④教職員職場環境の整備【理事・事務】 

教職員の休憩室設置を目指し計画を立てる。 
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た。今年度 TI研修には 2名の先生に参加していただき、3月 20日に本校で実践報告会を行った。

授業アンケートは 1学期全教科、2学期 5教科で行った。「学力向上」を実感している生徒は 2022

年より上昇傾向にある。特に数学の学力向上を感じている生徒が多く数値は 57％と高い。また、

数学は前期 46％⇒後期 57％、地歴公民は前期 38％⇒後期 45％と上昇値が大きく、研究授業など

の機会に他教科の授業も積極的に見に行くことを推奨していきたい。 

③a.保護者含め応援される部活動にしていく為に透明性のある開かれた部活動にしていかなければ

いけない課題が発生した。次年度に向けて、外部指導員も含めて部活動指導に関わる関係教職

員に対し、ハラスメント教育の実施をしていく。 

b.実施できた内容としては、再試の報告書の変更、学校推薦型選抜申請書の校内書類のエクセル

データ利用、C-learningや電話受付のルール変更、昨年度からの文化祭招待券のオンライン申

請の改良などを実施し、教職員の負担軽減につながっている。3 年生では 2 学期より志望理由

書作成などに利用できるよう、生徒の生成 AIの利用を始めた。今年度からは、全学年の利用を

可能とした。 

④教職員が利用できるよう、談話室を設置することができた。今後、談話室の使用方法や設置設備

の充実を図っていきたい。3階特別棟のトイレを男女とも教職員用にすることができた。 
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Ⅲ.財務の概要 

 

１．決算の概要 

2025年度における本学園の財務状況を、事業活動収支および資金収支の二つの側面から総括する。 

まず、事業活動の採算性を示す「基本金組入前事業活動収支差額」は、5,578万円の収入超過（黒字）

となった。これは事業活動収入（38億 7,392万円）の 1.44%に相当する。前年度と比較して支出が増加

した主な要因は、学校法人会計基準の改正に伴い、「賞与引当金特別繰入額」として過年度分（1億 2,000

万円）を初年度のみ一括計上したことによるものである。この計上は新制度移行に伴う当年度限りの特

殊要因であり、次年度以降の経常的な収支構造に直接的な悪影響を及ぼすものではない。通常年の会計

方法で算出した場合の収支差額比率は＋4.54％となる。 

もう一つの指標である「資金収支」については、2026年度への次年度繰越支払資金が、2024年度決算

比で 1億 865万円増加した。なお、2024年度より厳しい収支予想もあり、減価償却引当特定預金への繰

入れ（過年度は毎年度 1億円）を停止している。こうした影響を除いた場合の増加額は 865万円と分析

できるが、支払資金については切迫していることもなく、引き続き確保されている。 

 

２．主要科目の説明 

＜収入の部＞ 

・学生生徒等納付金収入 

経常収入の 60.7％を占める最重要科目である。2024年度決算比では、大学は新入生の増員により

5,974万円の増。一方、在学生が減員となった高校では、9,999万円の減となった。学園全体で 4,025

万円減の 22 億 9,803 万円となった。学園財政の安定的な運営については、特に大学の定員確保が

成否のカギを握っているものの、高校においても適正な在学生数の維持することが重要な課題であ

る。 

・手数料収入 

手数料収入の 94.7％は入学検定料収入である。2026年度入試においては、大学は 2025年度並み、

高校は微増となった。 

・寄付金収入 

予算目標額を概ね達成した。 

・補助金収入 

大学の補助金収入総額は、学生への修学支援金を含めて 3 億 7,550 万円（うち経常費補助金は 1

億 3,543万円）、高校の補助金収入総額は、9億 6,360万円（うち経常費補助金は 7億 687万円）と

なった。また、大学、高校ともに施設設備補助金が採択されている。 

・雑収入 

2025年度末の退職者を対象とする退職金財団交付金収入 5,490万円を含む。なお、退職金財団交

付金収入は期末未収入金として調整しており、2026年度 5月に入金予定である。 

・前受金収入（資金収支のみ） 

2026 年度入学生から入学金等として受け取った収入である。大学では 2025 年度を上回る入学者

数であったが修学支援金対象者の減免を実施したことにより 223万円の減額となった。 

・資金調整勘定（資金収支のみ） 

期末未収入金や前年度前受金など、当年度の資金収入とはならない金額を調整した。 

＜支出の部＞ 

・人件費 

人件費は総額 22億 39万円となった。2024年度と比較すると退職者、休職者の影響により減額と

なった。人件費比率は経常収入の増収もあったことにより 58.1％となり、目標値の 60％を下回っ

た。 
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・教育研究経費 

学園全体の執行率は 99.7％で、12 億 3,336 万円となった。事業活動収支に影響する減価償却額

がこのうち 3億 4,092万円）となった。教育研究経費比率（教育研究経費／経常収入）は過去 5年

間で最も比率が高くなったが、全国平均を下回っている。 

・管理経費 

教育活動以外の経費に当たる広報活動費（新学科設置分を含む）、法人運営費用を含む。業務委託

関連事業を見直した結果、前年度比で 1,669万円の削減となった。 

・借入金返済支出（資金収支）及び借入金利息 

借入金の元本分としては 1億 8,274万円を計画通りに返済した。 

・施設設備支出（資金収支のみ） 

施設関係は、大学の土地（借地）を取得、大学・高校の空調整備更新を執行。 

設備関係は、事務職員および高校教員の PC更新、大学新学科設置に伴う設備更新を行った。 

・その他の支出（資金収支のみ） 

前期末未払金支出として計上していた 6,450万円を支出した。 

 

学校法人会計基準の定める計算書類は別冊の通りで、貸借対照表、資金収支計算書、事業活動収支計

算書の経年比較表および財務比率推移比較表について、以下のように報告する。 

 

３．貸借対照表関係 

貸借対照表は、決算日（3月 31日）における資産および負債、純資産の残高および内容を明示し、学

校法人の財政状況を明らかにするものである。貸借対照表における資産総額は、109 億 8,426 万円で、

前年度より 0.30％減少した。負債総額は 19億 4,894万円で、前年度比 4.35％減少した。基本金と収支

差額を合わせた純資産の額は 90 億 3,532 万円で、前年度比 0.62％増加した。貸借対照表の過去 5 年間

の推移は別表 1の通りである。また、貸借対照表の主な関係比率は別紙 3の通りである。 

＜別表 1＞ （単位:千円） 

科   目 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 

固定資産 8,044,710 8,865,081 8,672,309 8,426,938 8,350,193 

＜有形固定資産＞ 7,094,319 7,699,857 7,430,628 7,184,044 7,108,773 

＜特定資産＞ 941,695 1,043,695 1,121,695 1,121,695 1,121,695 

＜その他固定資産＞ 8,696 121,529 119,986 121,199 119,725 

流動資産 2,562,337 2,216,088 2,358,253 2,590,140 2,634,073 

資産の部合計 10,607,047 11,081,169 11,030,563 11,017,078 10,984,266 

固定負債 1,165,114 1,556,258 1,344,750 1,146,866 970,612 

流動負債 933,963 837,196 862,263 890,668 978,329 

負債の部合計 2,099,077 2,393,454 2,207,013 2,037,534 1,948,941 

基本金 13,036,167 13,518,641 13,531,172 13,659,581 13,913,313 

繰越収支差額 △4,528,198 △4,830,925 △4,707,622 △4,680,037 △4,877,988 

純資産の部合計 8,507,970 8,687,716 8,823,549 8,979,544 9,035,326 

負債及び純資産の部合計 10,607,047 11,081,169 11,030,563 11,017,078 10,984,266 
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４．資金収支計算書関係 

資金収支計算書は、当該会計年度（4月 1日から 3月 31日まで）の支払資金の動き（全ての収入およ

び支出）の内容を明らかにし、当該会計年度における支払資金のてん末を明らかにするものである。2025

年度の資金収支計算書の総括表および部門別内訳表は、別紙 1-1、1-2の通りである。別紙 1-1、1-2は

決算値に対する予算比較および前年度決算比較を作成した。また、活動区分資金収支計算書は資金収支

計算書の決算額を三つの活動区分ごとに区分し、活動ごとに資金の流れを明らかにするもので、企業会

計のキャッシュフロー計算書に近い。なお、資金収支計算書の過去 5年間の推移は別表 2の通りである。 

＜別表 2＞ （単位:千円） 

科    目 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 

収 

入 

の 

部 

学生生徒等納付金収入 2,428,521 2,412,552 2,374,473 2,338,287 2,298,034 

手数料収入 58,613 59,975 61,242 70,643 70,909 

寄付金収入 64,208 66,521 110,166 45,816 35,920 

補助金収入 1,132,612 1,173,917 1,142,065 1,172,022 1,339,394 

資産売却収入 -  -  -  -  -  

付随事業・収益事業収入 24,247 30,096 28,829 26,700 22,497 

受取利息・配当金収入 1,264 1,108 1,780 5,916 16,482 

雑収入 175,816 112,212 121,529 141,755 82,623 

借入金等収入 -  500,000 -  -  -  

前受金収入 418,504 374,189 392,016 420,582 425,365 

その他の収入 168,431 267,631 122,768 141,487 167,299 

資金収入調整勘定 △664,809 △515,571 △485,557 △557,660 △521,508 

前年度繰越支払資金 2,143,752 2,296,270 2,117,041 2,246,885 2,424,496 

合 計 5,951,157 6,778,900 5,986,351 6,052,433 6,361,511 

支 

出 

の 

部 
人件費支出 2,263,103 2,260,485 2,337,295 2,332,315 2,193,904 

教育研究経費支出 707,538 728,478 721,932 717,331 892,364 

管理経費支出 268,600 279,258 300,817 270,059 253,715 

借入金等利息支出 9,018 8,798 7,440 6,145 4,578 

借入金等返済支出 140,224 140,224 138,380 197,781 182,740 

施設関係支出 51,509 945,605 54,926 44,000 196,782 

設備関係支出 120,946 30,072 26,432 43,962 67,158 

資産運用支出 102,000 202,000 100,000 2,714 -  

その他の支出 59,393 131,757 130,378 78,138 90,211 

資金支出調整勘定 △67,444 △64,819 △78,134 △64,508 △53,088 

翌年度繰越支払資金 2,296,270 2,117,041 2,246,885 2,424,496 2,533,147 

合 計 5,951,157 6,778,900 5,986,351 6,052,433 6,361,511 
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５．事業活動収支計算書関係 

事業活動収支計算書は、当該会計年度（4月 1日から 3月 31日）の①教育活動、②教育活動以外の経

常的な活動、及び③（①と②以外の）臨時的な活動に対応する事業活動収入と事業活動支出の内容を明

らかにし、基本金組入前の当年度収支差額と基本金組入後の当年度収支差額を表示することによって、

学校法人全体の経営状況を把握する役割を担っている。また、収益と費用を対比して、事業活動収支の

バランスを見る。企業会計の損益計算書と類似の書類となるが、学校法人は利益追求ではなく、収支の

均衡を目的としている。2025年度の事業活動収支計算書の総括表および部門別内訳表は、別紙 2-1、2-

2の通りである。別紙 2-1、2-2は、資金収支同様に、決算値に対する予算比較および前年度決算比較を

作成した。なお、事業活動収支計算書の過去 5年間の推移は別表 3の通りである。また、事業活動収支

計算書の主な関係比率は別紙 4の通りである。 

＜別表 3＞ （単位:千円） 

科     目 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 

教
育
活
動
収
支 

事
業
活
動
収
入
の
部 

学生生生徒等納付金 2,428,521 2,412,552 2,374,473 2,338,287 2,298,034 

手数料 58,613 59,975 61,242 70,643 70,909 

寄付金 64,208 66,217 110,166 45,816 36,000 

経常費等補助金 1,057,034 1,171,508 1,132,895 1,133,915 1,260,076 

付随事業収入 24,247 30,096 28,829 26,700 22,497 

雑収入 175,816 112,212 121,529 141,755 82,623 

教育活動収入計 3,808,438 3,852,560 3,829,134 3,757,116 3,770,139 

事
業
活
動
支
出
の
部 

人件費 2,282,772 2,290,009 2,323,568 2,317,171 2,200,390 

教育研究経費 1,130,372 1,095,911 1,069,692 1,054,600 1,233,368 

管理経費 272,630 283,479 305,121 274,100 257,402 

徴収不能額等 △290 △130 △130 △143 △200 

教育活動支出計 3,685,484 3,669,269 3,698,251 3,645,728 3,690,960 

教育活動収支差額 122,954 183,291 130,883 111,387 79,179 

教
育
活
動
外
収
支 

事
業
活
動
収
入
の
部 

受取利息・配当金 1,264 1,108 1,780 5,916 16,482 

その他教育活動外

収入 
-  -  -  -  -  

教育活動外収入計 1,264 1,108 1,780 5,916 16,482 

事
業
活
動
支
出
の
部 

借入金等利息 9,018 8,798 7,440 6,145 4,578 

その他教育活動外

支出 
-  -  -  -  -  

教育活動外支出計 9,018 8,798 7,440 6,145 4,578 

教育活動外収支差額 △7,755 △7,690 △5,659 △229 11,904 

経常収支差額 115,199 175,601 125,224 111,158 91,083 
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科     目 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 

特
別
収
支 

事
業
活
動
収
入
の
部 

資産売却差額 -  -  -  -  -  

その他の特別収入 77,962 4,829 12,651 46,779 87,301 

特別収入計 77,962 4,829 12,651 46,779 87,301 

事
業
活
動
支
出
の
部 

資産処分差額 401 684 2,041 1,943 2,602 

その他の特別支出 -  -  -  -  120,001 

特別支出計 401 684 2,041 1,943 122,603 

特別収支差額 77,562 4,145 10,610 44,836 △35,301 

基本金組入前当年度収支差額 192,761 179,746 135,834 155,994 55,782 

基本金組入額合計 △269,613 △482,473 △26,534 △129,140 △254,456 

当年度収支差額 △76,852 109,299  26,854 △198,674 

前年度繰越収支差額 △4,451,345 △4,830,925  △4,707,622 △4,680,037 

基本金取崩額 -  -  14,003 731 723 

翌年度繰越収支差額 △4,528,198 △4,830,925 △4,707,622 △4,680,037 △4,877,988 

（参考）           

事業活動収入計 3,887,664 3,858,497 3,843,566 3,809,811 3,873,923 

事業活動支出計 3,694,903 3,678,751 3,707,732 3,653,817 3,818,141 

 

６．事業活動収支計算書関係 

（1）借入金の状況 

2025年度末の借入金の状況は、借入金明細表（計算書類第六号様式）の通りである。 

（2）有価証券、学校債の状況 

2025年度末において、有価証券は以下を保有している。なお、学校債は、発行していない。 

・第 23回三菱 UFJフィナンシャルグループ永久社債劣後免除特約 

・第 15回三井住友フィナンシャルグループ任意償還条項付 

・株式会社みずほフィナンシャルグループ第 18回任意償還条項付無担保永久社債 

（3）関連当事者等との取引の状況 

・会社の名称 株式会社イープロ 

・事業の内容 

保険代理店事業 子ども総合保険、火災保険、施設賠償保険 等 

物品販売・斡旋事業 学生・生徒・教職員への物品販売 等 

ICT事業  各大学への ICTシステム導入 等 

清掃・施設管理事業 学園の施設運用管理 等 

車両管理事業 バス運行管理、車両メンテナンス  

集合住宅管理事業 学生寮（野球部の寮）運営・管理 

スポーツ事業 スポーツ用品・体育器具販売 等 

派遣事業  人材派遣、業務委託 等 

教育支援事業 有料インターンシップ（今後、実施予定の事業） 

保育事業  企業主導型保育事業の実施 

・資本金 1,000万円 

・出資割合 100％（学校法人東邦学園が出資） 
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・取引の内容 学校法人東邦学園と上記に掲げる事業の取引を行った。 

 

７．経営状況の分析、課題、対応方策 

（1）経営全体の概況（総括） 

2025年度は第三期中期計画（2021年度～2025年度）の最終年度にあたる。この 5ヵ年においては、

事業計画の推進と並行して、経営（財務）状況の分析として各支出項目比率の推移の確認、他法人と

の比較分析、さらに私学共済振興事業団による経営相談等を実施してきた。この期間を通じて、単年

度ベースでは学園全体の事業活動収支において収入超過を維持している。 

（2）学生募集・在籍状況（学園経営の基盤） 

学園運営においては、大学の学生確保が経営の安定性を大きく左右する要因となっている。大学の

収容定員充足率は 2 年連続で 100％を下回っているものの、近年は大規模大学の入試動向等の影響も

あり、入学者数には一定の回復傾向が見られる。2026年度においては入学定員を充足している。 

一方で、安定的な経営基盤の確立に向けては、中途退学防止施策のさらなる充実に加え、高大連携

の強化など学園一体となった取り組みが求められる。 

また、高校においても、生徒募集活動の強化および適正規模に基づく入学者数の管理に引き続き取

り組む。 

（3）財務構造・経費管理 

財務面では、教育研究経費および管理経費の支出構造の見直しが課題となっている。これまで、各

支出項目比率の推移分析や他法人比較、外部機関による財務分析を実施してきたが、引き続き予算積

算の精度向上が必要である。 

一般に教育研究経費比率は高いほど教育の充実度が高いと評価される一方、管理経費比率について

は適切な抑制が求められる。このため、収支見通しに基づく機動的な予算編成を行い、財務基盤の強

化を図る必要がある。 

（4）収支構造・財源の多様化 

現在の収入構造は、納付金および補助金に依存する割合が大きい状況にある。今後は、これら以外

の事業活動収入の拡大による財源多様化が重要な課題であり、持続可能な財務構造の構築が求められ

る。 

（5）借入金・資金管理 

借入金については、2025年度も予定通り元利返済を実施した。また、高校校舎建設時に借り入れた

私学事業団からの借入金については、2026年度に完済予定である。 

一方で金利上昇リスクも踏まえた計画的な返済および、より精緻な資金繰り管理が求められる。 

（6）経営課題 

以上を踏まえた主な経営課題は以下のとおりである。 

・学生確保の安定化（大学・高校双方） 

・中途退学防止および在籍維持の強化 

・経費構造の最適化と予算精度の向上 

・財務基盤の強化および収支安定化 

・借入金管理および金利リスク対応の高度化 

・財源構造の多様化 

（7）今後の対応方針 

今後は、長期ビジョン「TOHO2030」の実現方針に基づき、以下の施策を推進する。まず、高大連携

の深化を通じて学園一体となった教育資源の活用を進め、内部進学率の向上および魅力ある教育コン

テンツの開発を加速させる。 

また、納付金・補助金以外の事業活動収入の拡大を図り、財務基盤の多様化を推進する。これらの

取組を通じて、持続可能で安定した学園経営の確立を目指す。 
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別紙1-1

(単位 千円）

2025 決算 2025補正予算 差　異 2025 決算 2025補正予算 差　異 2025 決算 2025補正予算 差　異 2025 決算 2025補正予算 差　異

2,298,034 2,307,980 △ 9,946 99.6% -　            -　            -　            1,524,212 1,519,890 4,322 773,822 788,090 △ 14,268 

70,909 47,592 23,317 149.0% -　            -　            -　            18,940 14,142 4,798 51,969 33,450 18,519 

35,920 36,400 △ 480 98.7% 7,626 16,500 △ 8,874 22,434 18,500 3,934 5,860 1,400 4,460 

1,339,394 1,289,436 49,958 103.9% 240 -　            240 375,549 351,414 24,135 963,605 938,022 25,583 

-　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            

22,497 21,444 1,053 104.9% 1,481 -　            1,481 21,016 21,444 △ 428 -　            -　            -　            

16,482 12,441 4,041 132.5% 16,482 12,441 4,041 -　            -　            -　            -　            -　            -　            

82,623 79,315 3,308 104.2% 3,022 3,000 22 37,264 35,655 1,609 42,337 40,660 1,677 

-　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            

425,365 360,669 64,696 117.9% -　            -　            -　            297,805 250,669 47,136 127,560 110,000 17,560 

167,299 163,213 4,086 102.5% -　            -　            -　            76,655 77,633 △ 978 90,644 85,580 5,064 

△ 521,508 △ 479,221 △ 42,287 108.8% -　            -　            -　            △ 326,718 △ 304,254 △ 22,464 △ 194,790 △ 174,967 △ 19,823 

2,424,496 2,424,496 -　            100.0% 2,424,496 2,424,496 -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            

6,361,511 6,263,765 97,745 101.6% 2,453,347 2,456,437 △ 3,090 2,047,157 1,985,094 62,064 1,861,007 1,822,235 38,772 

2,193,904 2,196,753 △ 2,849 99.9% 71,074 71,575 △ 501 924,017 926,294 △ 2,277 1,198,814 1,198,884 △ 70 

892,364 895,659 △ 3,295 99.6% -　            -　            -　            590,927 591,090 △ 163 301,437 304,569 △ 3,132 

253,715 262,412 △ 8,697 96.7% 29,788 31,376 △ 1,588 186,251 188,430 △ 2,179 37,677 42,606 △ 4,929 

4,578 4,586 △ 8 99.8% -　            -　            -　            1,454 1,460 △ 6 3,124 3,126 △ 2 

182,740 182,740 -　            100.0% -　            -　            -　            42,458 42,458 -　            140,282 140,282 -　            

196,782 209,540 △ 12,758 93.9% -　            -　            -　            47,222 47,250 △ 28 149,559 162,290 △ 12,731 

67,158 75,901 △ 8,743 88.5% 1,159 1,160 △ 1 31,746 37,856 △ 6,110 34,253 36,885 △ 2,632 

-　            -　            -　            -　       -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            

90,211 64,508 25,703 139.8% 12,845 3,178 9,667 46,752 45,594 1,157 30,615 15,736 14,879 

-　            7,040 △ 7,040 0.0% -　            7,040 △ 7,040 -　            -　            -　            -　            -　            -　            

△ 53,088 △ 63,392 10,304 83.7% △ 1,711 △ 3,178 1,467 △ 35,201 △ 45,214 10,013 △ 16,177 △ 15,000 △ 1,177 

2,533,147 2,428,018 105,129 104.3% 2,533,147 2,428,018 105,129 -　            -　            -　            -　            -　            -　            

6,361,511 6,263,765 97,745 101.6% 2,646,302 2,539,169 107,133 1,835,625 1,835,218 407 1,879,583 1,889,378 △ 9,794 

付随事業・収益事業収入

2025年度　部門別資金収支総括表（予算との比較）

勘  定  科  目
学 園 全 体

執行率
法　　　　　人 大　　　　　学 高　　　　　校

学生生徒等納付金収入

手数料収入

寄付金収入

補助金収入

資産売却収入

借入金等利息支出

受取利息・配当金収入

雑収入

借入金等収入

前受金収入

その他の収入

資金収入調整勘定

前年度繰越支払資金

収入の部合計

人件費支出

教育研究経費支出

管理経費支出

資金支出調整勘定

翌年度繰越支払資金

支出の部合計

借入金等返済支出

施設関係支出

設備関係支出

資産運用支出

その他の支出

予備費
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別紙1-2

(単位 千円）

2025 決算 2024 決算 差　異 2025 決算 2024 決算 差　異 2025 決算 2024 決算 差　異 2025 決算 2024 決算 差　異

2,298,034 2,338,287 △ 40,253 -　            -　 -　 1,524,212 1,464,468 59,745 773,822 873,819 △ 99,998 

70,909 70,643 266 -　            -　 -　 18,940 18,937 3 51,969 51,706 263 

35,920 45,816 △ 9,896 7,626 21,075 △ 13,449 22,434 21,161 1,273 5,860 3,580 2,280 

1,339,394 1,172,022 167,372 240 240 -　 375,549 222,684 152,865 963,605 949,098 14,507 

-　 -　 -　 -　            -　 -　 -　            -　 -　 -　            -　 -　

22,497 26,700 △ 4,203 1,481 1,349 131 21,016 25,351 △ 4,335 -　            -　 -　

16,482 5,916 10,566 16,482 5,916 10,566 -　            -　 -　 -　            -　 -　

82,623 141,755 △ 59,132 3,022 3,052 △ 31 37,264 77,196 △ 39,932 42,337 61,507 △ 19,169 

-　 -　 -　 -　            -　 -　 -　            -　 -　 -　            -　 -　

425,365 420,582 4,783 -　            -　 -　 297,805 300,042 △ 2,237 127,560 120,540 7,020 

167,299 141,487 25,812 -　            10,791 △ 10,791 76,655 16,951 59,704 90,644 113,745 △ 23,101 

△ 521,508 △ 557,660 36,152 -　            -　 -　 △ 326,718 △ 316,396 △ 10,322 △ 194,790 △ 241,264 46,474 

2,424,496 2,246,885 177,611 2,424,496 2,246,885 177,611 -　            -　 -　 -　            -　 -　

6,361,511 6,052,433 309,078 2,453,347 2,289,309 164,037 2,047,157 1,830,393 216,764 1,861,007 1,932,731 △ 71,724 

2,193,904 2,332,315 △ 138,411 71,074 77,108 △ 6,035 924,017 989,489 △ 65,472 1,198,814 1,265,718 △ 66,904 

892,364 717,331 175,033 -　            -　 -　 590,927 447,105 143,822 301,437 270,226 31,211 

253,715 270,059 △ 16,344 29,788 24,340 5,447 186,251 201,618 △ 15,368 37,677 44,100 △ 6,423 

4,578 6,145 △ 1,567 -　            -　 -　 1,454 1,595 △ 142 3,124 4,550 △ 1,425 

182,740 197,781 △ 15,041 -　            -　 -　 42,458 62,708 △ 20,250 140,282 135,073 5,209 

196,782 44,000 152,782 -　            -　 -　 47,222 -　 47,222 149,559 44,000 105,559 

67,158 43,962 23,196 1,159 -　 1,159 31,746 18,478 13,268 34,253 25,484 8,769 

-　 2,714 △ 2,714 -　            2,714 △ 2,714 -　            -　 -　 -　            -　 -　

90,211 78,138 12,073 12,845 4,793 8,051 46,752 57,807 △ 11,055 30,615 15,538 15,077 

-　 -　 -　 -　            -　 -　 -　            -　 -　 -　            -　 -　

△ 53,088 △ 64,508 11,420 △ 1,711 △ 3,178 1,467 △ 35,201 △ 45,594 10,394 △ 16,177 △ 15,736 △ 441 

2,533,147 2,424,496 108,651 2,533,147 2,424,496 108,651 -　            -　 -　 -　            -　 -　

6,361,511 6,052,433 309,078 2,646,302 2,530,274 116,028 1,835,625 1,733,206 102,419 1,879,583 1,788,953 90,630 

資金支出調整勘定

翌年度繰越支払資金

支出の部合計

借入金等返済支出

施設関係支出

設備関係支出

資産運用支出

その他の支出

予備費

借入金等利息支出

受取利息・配当金収入

雑収入

借入金等収入

前受金収入

その他の収入

資金収入調整勘定

前年度繰越支払資金

収入の部合計

人件費支出

教育研究経費支出

管理経費支出

付随事業・収益事業収入

2025年度　部門別資金収支総括表（前年度決算との比較）

勘  定  科  目
学 園 全 体 法　　　　　人 大　　　　　学 高　　　　　校

学生生徒等納付金収入

手数料収入

寄付金収入

補助金収入

資産売却収入
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別紙2-1

(単位 千円）

2025 決算 2025補正予算 差　異 2025 決算 2025補正予算 差　異 2025 決算 2025補正予算 差　異 2025 決算 2025補正予算 差　異

学 生 生 徒 等 納 付 金 2,298,034 2,307,980 △ 9,946 99.6% -　            -　            -　            1,524,212 1,519,890 4,322 773,822 788,090 △ 14,268 

手 数 料 70,909 47,592 23,317 149.0% -　            -　            -　            18,940 14,142 4,798 51,969 33,450 18,519 

寄 付 金 36,000 36,400 △ 400 98.9% 7,626 16,500 △ 8,874 22,514 18,500 4,014 5,860 1,400 4,460 

経 常 費 等 補 助 金 1,260,076 1,210,119 49,957 104.1% 240 -　            240 362,899 338,764 24,135 896,937 871,355 25,582 

付 随 事 業 収 入 22,497 21,444 1,053 104.9% 1,481 -　            1,481 21,016 21,444 △ 428 -　            -　            -　            

雑 収 入 82,623 79,315 3,308 104.2% 3,022 3,000 22 37,264 35,655 1,609 42,337 40,660 1,677 

教 育 活 動 収 入 計 3,770,139 3,702,850 67,289 101.8% 12,368 19,500 △ 7,132 1,986,845 1,948,395 38,450 1,770,925 1,734,955 35,970 

人 件 費 2,200,390 2,203,374 △ 2,984 99.9% 71,525 72,029 △ 504 926,275 928,561 △ 2,286 1,202,590 1,202,784 △ 194 

教 育 研 究 経 費 1,233,368 1,237,602 △ 4,234 99.7% -　            -　            -　            808,932 809,533 △ 601 424,437 428,069 △ 3,632 

管 理 経 費 257,402 266,231 △ 8,829 96.7% 31,951 33,516 △ 1,565 187,373 189,659 △ 2,286 38,078 43,056 △ 4,978 

徴 収 不 能 額 等 △ 200 -　             △ 200 -　            -　            -　            △ 200 -　            △ 200 -　            -　            -　            

教 育 活 動 支 出 計 3,690,960 3,707,207 △ 16,247 99.6% 103,476 105,545 △ 2,069 1,922,379 1,927,753 △ 5,373 1,665,104 1,673,909 △ 8,805 

79,179 △ 4,357 83,536 △ 91,108 △ 86,045 △ 5,063 64,466 20,642 43,823 105,821 61,046 44,775 

受 取 利 息 配 当 金 16,482 12,441 4,041 132.5% 16,482 12,441 4,041 -　            -　            -　            -　            -　            -　            

そ の 他 の 教 育 活 動 外 収 入 -　             -　             -　             -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            

教 育 活 動 外 収 入 計 16,482 12,441 4,041 132.5% 16,482 12,441 4,041 -　            -　            -　            -　            -　            -　            

借 入 金 等 利 息 4,578 4,586 △ 8 99.8% -　            -　            -　            1,454 1,460 △ 6 3,124 3,126 △ 2 

そ の 他 の 教 育 活 動 外 支 出 -　             -　             -　             -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            

教 育 活 動 外 支 出 計 4,578 4,586 △ 8 99.8% -　            -　            -　            1,454 1,460 △ 6 3,124 3,126 △ 2 

11,904 7,855 4,049 151.6% 16,482 12,441 4,041 △ 1,454 △ 1,460 6 △ 3,124 △ 3,126 2 

91,083 3,498 87,585 △ 74,625 △ 73,604 △ 1,021 63,012 19,182 43,830 102,696 57,920 44,777 

資 産 売 却 差 額 -　             -　             -　             -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            -　            

そ の 他 特 別 収 入 87,301 80,571 6,730 108.4% -　            -　            -　            20,038 13,324 6,714 67,264 67,247 17 

特 別 収 入 計 87,301 80,571 6,730 108.4% -　            -　            -　            20,038 13,324 6,714 67,264 67,247 17 

資 産 処 分 差 額 2,602 2,620 △ 18 99.3% -　            -　            -　            1,262 1,270 △ 8 1,340 1,350 △ 10 

そ の 他 特 別 支 出 120,001 120,001 △ 0 2,841 2,841 △ 0 48,093 48,093 △ 0 69,067 69,067 △ 0 

特 別 支 出 計 122,603 122,621 △ 18 100.0% 2,841 2,841 △ 0 49,355 49,363 △ 8 70,407 70,417 △ 10 

△ 35,301 △ 42,050 6,749 △ 2,841 △ 2,841 0 △ 29,317 △ 36,039 6,722 △ 3,143 △ 3,170 27 

-　             250 △ 250 -　            250 △ 250 -　            -　            -　            -　            -　            -　            

55,782 △ 38,802 94,584 △ 77,466 △ 76,695 △ 771 33,695 △ 16,857 50,552 99,553 54,750 44,804 

△ 254,456 △ 284,689 30,233 -　            -　            -　            △ 85,622 △ 101,932 16,310 △ 168,834 △ 182,757 13,923 

△ 198,674 △ 323,491 124,817 △ 77,466 △ 76,695 △ 771 △ 51,927 △ 118,789 66,862 △ 69,281 △ 128,008 58,727 

3,873,923 3,795,862 78,061 102.1% 28,851 31,941 △ 3,090 2,006,883 1,961,719 45,164 1,838,189 1,802,202 35,987 

3,818,141 3,834,664 △ 16,523 99.6% 106,317 108,636 △ 2,319 1,973,187 1,978,576 △ 5,388 1,738,636 1,747,453 △ 8,817 

2025年度　部門別事業活動収支総括表（予算との比較）

勘  定  科  目
学　　園　　全　　体

執行率
法　　　　　人 大　　　　　学 高　　　　　校

予備費

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
 
収
入
の
部

事
業
活
動

支
出
の
部

教 育 活 動 収 支 差 額

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

事
業
活
動

支
出
の
部

教 育 活 動 外 収 支 差 額

経 常 収 支 差 額

特
別
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

事
業
活
動

支
出
の
部

特 別 収 支 差 額

事業活動収入計

事業活動支出計

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額

当年度収支差額

-27-



別紙2-2

(単位 千円）

2025 決算 2024 決算 差　異 2025 決算 2024 決算 差　異 2025 決算 2024 決算 差　異 2025 決算 2024 決算 差　異

学生生徒等納付金 2,298,034 2,338,287 △ 40,253 -　             -　 -　 1,524,212 1,464,468 59,745 773,822 873,819 △ 99,998 

手 数 料 70,909 70,643 266 -　             -　 -　 18,940 18,937 3 51,969 51,706 263 

寄 付 金 36,000 45,816 △ 9,816 7,626 21,075 △ 13,449 22,514 21,161 1,353 5,860 3,580 2,280 

経 常 費 等 補 助 金 1,260,076 1,133,915 126,162 240 240 -　 362,899 222,684 140,215 896,937 910,990 △ 14,053 

付 随 事 業 収 入 22,497 26,700 △ 4,203 1,481 1,349 131 21,016 25,351 △ 4,335 -　             -　 -　

雑 収 入 82,623 141,755 △ 59,132 3,022 3,052 △ 31 37,264 77,196 △ 39,932 42,337 61,507 △ 19,169 

教 育 活 動 収 入 計 3,770,139 3,757,116 13,023 12,368 25,717 △ 13,348 1,986,845 1,829,796 157,049 1,770,925 1,901,603 △ 130,677 

人 件 費 2,200,390 2,317,171 △ 116,781 71,525 77,188 △ 5,662 926,275 981,197 △ 54,922 1,202,590 1,258,787 △ 56,197 

教 育 研 究 経 費 1,233,368 1,054,600 178,768 -　             -　 -　 808,932 667,258 141,674 424,437 387,343 37,094 

管 理 経 費 257,402 274,100 △ 16,699 31,951 26,577 5,374 187,373 203,019 △ 15,646 38,078 44,505 △ 6,427 

徴 収 不 能 額 等 △ 200 △ 143 △ 57 -　             -　 -　 △ 200 △ 143 △ 57 -　             -　 -　

教 育 活 動 支 出 計 3,690,960 3,645,728 45,231 103,476 103,764 △ 288 1,922,379 1,851,330 71,050 1,665,104 1,690,635 △ 25,531 

79,179 111,387 △ 32,208 △ 91,108 △ 78,047 △ 13,060 64,466 △ 21,533 85,999 105,821 210,968 △ 105,147 

受取利息・配当金 16,482 5,916 10,566 16,482 5,916 10,566 -　             -　 -　 -　             -　 -　

そ の 他 の 教 育 活 動 外 収 入 -　 -　 -　 -　             -　 -　 -　             -　 -　 -　             -　 -　

教育活動外収入計 16,482 5,916 10,566 16,482 5,916 10,566 -　 -　 -　 -　 -　 -　

借 入 金 等 利 息 4,578 6,145 △ 1,567 -　             -　 -　 1,454 1,595 △ 142 3,124 4,550 △ 1,425 

そ の 他 の 教 育 活 動 外 支 出 -　 -　 -　 -　             -　 -　 -　             -　 -　 -　             -　 -　

教育活動外支出計 4,578 6,145 △ 1,567 -　 -　 -　 1,454 1,595 △ 142 3,124 4,550 △ 1,425 

11,904 △ 229 12,133 16,482 5,916 10,566 △ 1,454 △ 1,595 142 △ 3,124 △ 4,550 1,425 

91,083 111,158 △ 20,075 △ 74,625 △ 72,131 △ 2,494 63,012 △ 23,129 86,141 102,696 206,418 △ 103,721 

資 産 売 却 差 額 -　 -　 -　 -　             -　 -　 -　             -　 -　 -　             -　 -　

その他の特別収入 87,301 46,779 40,522 -　             -　 -　 20,038 7,907 12,130 67,264 38,872 28,392 

特 別 収 入 計 87,301 46,779 40,522 -　 -　 -　 20,038 7,907 12,130 67,264 38,872 28,392 

資 産 処 分 差 額 2,602 1,943 659 -　             -　 -　 1,262 1,253 9 1,340 690 650 

その他の特別支出 120,001 -　 120,001 2,841 -　 2,841 48,093 -　             48,093 69,067 -　 69,067 

特 別 支 出 計 122,603 1,943 120,660 2,841 -　 2,841 49,355 1,253 48,101 70,407 690 69,717 

△ 35,301 44,836 △ 80,137 △ 2,841 -　 △ 2,841 △ 29,317 6,654 △ 35,971 △ 3,143 38,182 △ 41,325 

-　 -　 -　 -　 -　 -　 -　 -　 -　 -　 -　 -　

55,782 155,994 △ 100,212 △ 77,466 △ 72,131 △ 5,335 33,695 △ 16,475 50,170 99,553 244,600 △ 145,047 

△ 254,456 △ 129,140 △ 125,316 -　             -　 -　 △ 85,622 △ 15,342 △ 70,280 △ 168,834 △ 113,798 △ 55,036 

△ 198,674 26,854 △ 225,528 △ 77,466 △ 72,131 △ 5,335 △ 51,927 △ 31,817 △ 20,110 △ 69,281 130,802 △ 200,083 

3,873,923 3,809,811 64,111 28,851 31,633 △ 2,782 2,006,883 1,837,704 169,179 1,838,189 1,940,475 △ 102,286 

3,818,141 3,653,817 164,324 106,317 103,764 2,553 1,973,187 1,854,178 119,009 1,738,636 1,695,875 42,761 

2025年度　部門別事業活動収支総括表（前年度決算との比較）

勘  定  科  目
学 園 全 体 法　　　　　人 大　　　　　学 高　　　　　校

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
 
収
入
の
部

事
業
活
動

支
出
の
部

教 育 活 動 収 支 差 額

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

事
業
活
動

支
出
の
部

教 育 活 動 外 収 支 差 額

経 常 収 支 差 額

特
別
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

事
業
活
動

支
出
の
部

特 別 収 支 差 額

事業活動収入計

事業活動支出計

予備費

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額

当年度収支差額
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比率 計算式 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

固定資産

総資産

有形固定資産

総資産

特定資産

総資産

流動資産

総資産

固定負債

総負債＋純資産

流動負債

総負債＋純資産

運用資産－総負債

総資産

運用資産－外部負債

経常支出

純資産

総負債＋純資産

繰越収支差額

総負債＋純資産

固定資産

純資産

固定資産

純資産＋固定負債

流動資産

流動負債

総負債

総資産

総負債

純資産

現金預金

前受金

退職給与引当特定資産

退職給与引当金

基本金

基本金要組入額

減価償却累計額（図書を除く）

減価償却資産取得価額（図書を除く）

運用資産

要積立額

比率 計算式 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

教育活動資金収支差額

教育活動資金収入

47.83%

13.42%

92.42%

83.45%

269.24%

17.74%

21.57%

595.52%

35.96%

95.88%

59.59%

64.72%

10.21%

23.98%

8.84%

8.91%

15.53%

0.8年

82.26%

-44.41%

1
固定資産
構成比率

75.84% 76.02%

2
有形固定資産
構成比率

66.88%

80.00%

69.49%

78.62%

67.36%

76.49%

5
固定負債
構成比率

3
特定資産
構成比率

4
流動資産
構成比率

8.88% 9.42% 10.17%

24.16%

10.98%

20.00%

14.04%

21.38%

12.19%

7
内部留保
資産比率

6
流動負債
構成比率

8.81%

10.74%

7.56%

6.92%

7.82%

10.53%

9
純資産
構成比率

8
運用資産
余裕比率

0.6年

80.21%

0.5年

78.40%

0.6年

79.99%

11 固定比率

10
繰越収支差額
構成比率

-42.69%

94.55%

-43.60%

102.04%

-42.68%

98.29%

13 流動比率

12
固定長期
適合率

83.17%

274.35%

86.54%

264.70%

85.29%

273.50%

15 負債比率

14 総負債比率 19.79%

24.67%

21.60%

27.55%

20.01%

25.01%

17
退職給与引当
特定資産保有率

16 前受金保有率 548.69%

36.53%

565.77%

34.28%

573.16%

35.29%

19 減価償却比率

18 基本金比率 97.01%

54.35%

94.10%

53.81%

94.38%

56.05%

20 積立率 49.23% 45.65%

活動区分資金収支計算書関係比率推移表

貸借対照表関係比率推移表

12.71% 16.37% 12.82%1
教育活動資金収支

差額比率

47.11%

65.21%

10.18%

23.51%

10.41%

8.08%

13.69%

0.7年

81.51%

-42.48%

47.85%

11.40%

93.85%

83.22%

290.81%

18.49%

22.69%

576.46%

36.48%

95.09%

58.32%
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比率 計算式 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

人件費

経常収入

人件費

学生生徒等納付金

教育研究経費

経常収入

管理経費

経常収入

借入金等利息

経常収入

基本金組入前当年度収支差額

事業活動収入

事業活動支出

事業活動収入－基本金組入額

学生生徒等納付金

経常収入

寄付金

事業活動収入

教育活動収支の寄付金

経常収入

補助金

事業活動収入

教育活動収支の補助金

経常収入

基本金組入額

事業活動収入

減価償却額

経常支出

経常収支差額

経常収入

教育活動収支差額

教育活動収入

30.76%

30.13%

3.39%

9.35%

2.95%

2.96%

99.10%

28.03%

7.28%

0.16%

4.09%

99.27%

62.14%

1.43%

1.22%

9.48%

3.27%

3.42%

97.86%

27.92%

7.96%

0.19%

3.53%

97.14%

61.98%

2.96%

2.88%

10.09%

4.56%

4.76%

94.92%

28.44%

7.36%

0.23%

4.66%

108.97%

62.60%

1.77%

1.72%

11.54%

3.02%

3.23%

94.00%

29.67%

7.16%

0.24%

4.96%

102.12%

63.75%

1.71%

1.69%

14 教育活動収支差額比率

13 経常収支差額比率

12 減価償却額比率

10

29.13%

27.75%

6.94%

30.42%

30.40%

12.50%

29.71%

29.57%

0.69%11 基本金組入率

経常補助金比率

補助金比率

経常寄付金比率

9

寄付金比率

8 学生生徒等納付金比率

7 基本金組入後収支比率

6 事業活動収支差額比率

5 借入金等利息比率

4 管理経費比率

3 教育研究経費比率

2 人件費依存率

1 人件費比率 59.92% 59.42% 60.65% 61.58% 58.11%

事業活動収支計算関係比率推移表（学園）

34.57%

33.28%

6.57%

9.33%

2.41%

2.10%

95.75%

32.57%

6.80%

0.12%

1.44%

105.49%

60.69%

1.14%

0.95%
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Ⅳ.内部統制の体制整備 

１．業務執行体制の整備 

本法人は、法令、寄附行為および諸規程に基づき、理事会を中心とした業務執行体制を整

備している。理事長の統括のもと、各業務執行理事が所掌事務を分担し、適正かつ効率的な

法人運営を行っている。 

 

２．理事会および評議員会の運営 

理事会および評議員会は、法令および寄附行為に従い適正に開催し、法人運営に関する重

要事項について審議・決定している。また、評議員会においては、理事会の運営状況等につ

いて適切な意見を聴取している。 

 

３．監事による監査体制 

本法人は、2名の監事（うち 1名は常勤監事）を置き、業務および財産の状況について監査

を実施している。監事は、理事会および評議員会に出席し意見を述べるほか、関係書類の閲

覧や関係者からの聴取等を通じて、理事の職務執行が法令および寄附行為に適合しているか

を監査している。 

 

４．内部統制およびリスク管理体制 

本法人は、法令遵守および適正な業務執行を確保するため、内部規程の整備を行うととも

に、事務分掌および決裁手続きを明確化している。また、財務、情報管理、コンプライアン

ス等に関するリスクの把握および対応に努めている。 

 

５．情報公開および説明責任 

本法人は、事業報告書、計算書類等について、法令に基づき適切に作成し、閲覧に供する

など、情報公開および説明責任の確保に努めている。 

 

６．教職員および組織運営体制 

大学、高校の運営においては、学長および校長等の管理職を中心に、教職員の役割分担を

明確にし、教育・研究活動が円滑に行われる体制を整備している。また、教職員の資質向上

およびコンプライアンス意識の醸成に努めている。 
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Ⅴ.事業報告書の附属明細書 

 

特記事項なし 

 

-32-


